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アンケート調査に回答を寄せた 43 ヶ所海外 R&D 拠点が出願人，あるいは拠点所属者が発明人となっている日本国
内公開・公表特許について，2006 年から 2009 年の間の出願件数をデータベースで検索した。この結果，日本国内公開・

















































































43 ヶ所である。これらの拠点は，筆者が 2006 年
3 月に実施した日本企業の海外 R&D 活動調査に
回答を寄せた拠点である。43 拠点の地域別内訳
は，アジア地域 R&D 拠点が 10 拠点，欧州地域
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R&D 拠点が 14 拠点，北米地域 R&D 拠点が 17







2006 年から 2009 年の間に出願され，既に公開あ
るいは公表された日本国内特許 3 である。この定
義 に 基 づ い て，43 拠 点 が 関 係 し た 特 許 を

































地域の場合 14 拠点中 9 拠点が，北米拠点の場合















数総数は 39 件である。実際には 2 拠点しか関わ
っていないので，1 拠点当たりの件数は 19.5 件と
いうことになる。同様にして，欧州拠点の関与国
内特許件数 130 件を実際に関わった拠点数で割る








表 1　海外 R&D 拠点が関与した日本国内特許出願件数
合計 平均 最大値
2006 年 66 1.53 24
2007 年 87 2.02 25
2008 年 89 2.07 32
2009 年 58 1.35 21
合計 300 6.98 95
出所：国内特許公報 [ATMS] データベースから筆者作成。
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表 2　海外 R&D 拠点が関与した日本国内特許出願件数（拠点地域別）
在アジア地域拠点 在欧州地域拠点 在北米地域拠点
合計 平均 最大値 合計 平均 最大値 合計 平均 最大値
2006 年 11 1.10 9 27 1.93 13 28 1.65 24
2007 年 12 1.20 7 32 2.29 14 43 2.53 25
2008 年 11 1.10 7 38 2.71 25 40 2.35 32
2009 年 5 0.50 5 33 2.36 21 20 1.18 14
































































表 3　海外 R&D 拠点が関与した日本国内特許出願件数（親会社産業別）
医薬品・化学産業 エレクトロニクス産業 輸送機器産業
合計 平均 最大値 合計 平均 最大値 合計 平均 最大値
2006 年 0 0.00 0 37 2.31 13 4 0.50 3
2007 年 5 0.45 4 43 2.69 14 11 1.38 11
2008 年 6 0.55 3 47 2.94 25 4 0.50 4
2009 年 2 0.18 1 37 2.31 21 4 0.50 4

























なる。出願年別に見ると 2006 年が 2 件，2007 年























に関する研究（Gupta and Govindarajan, 2000; 



























































アンケート調査は 2006 年 3 月に実施したもので
あり，1093 カ所の日本企業海外 R&D 拠点に調
査票を発送した。調査票の回収数は 69 件（回収





タである。特許検索については 2010 年 11 月に
行い，2006 年 3 月時点のマネジメント体制が
R&D 活動・特許出願活動に与える影響（時間的






た日本国内出願特許であり，2006 年から 2009 年









































た。こ の 回 答 結 果 を，そ れ ぞ れ JpPROD，
LocPROD，WrdPROD として推定モデルに導入
した。しかし，LocPROD と WrdPROD の相関
係 数 が 高 い た め（r=0.63），LocPROD と
WrdPROD は分離して推定を行った。さらに，


































































































































































  1.75 
 （0.82） 












































































Log likelihood -59.20 -59.54 -60.16 -60.71 -62.70 -62.93 -59.57 -59.81
Schwarz B.I.C. 72.12 72.46 71.23 71.78 73.76 73.99 70.64 70.87
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